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1． はじめに

近年、「ソーシャル・イノベーション」という用語が、市場を利用した社会問題の解決という視点から使われるようになってきた。本稿では、企業（営利企業、ＮＰＯなどの多様な事業体含む）を利用した社会問題の解決という新しい現象を企業と社会という視点から分析する。

1） 問題の所在

今世界では、少子高齢化やグローバリゼーションの影響下の元で、さまざまな社会問題（社会的排除、環境、スエットショップ問題、教育問題、インナーシティ問題）が発生し、その問題を市場システムを利用して解決する方法がさまざまな国で現れてきた。ミクロな視点で言えば社会的企業（社会的ミッションをもち、事業を通して社会問題を解決する事業体）が、地域、企業、地方政府とのコラボレーション、もしくは単独で社会問題の解決に取り組んでいる。また、マクロな視点からは、グロバーゼーションから発生する問題を政府、企業、ＮＧＯなどのコラボレーションによって、グローバリゼーションをマネジメントしようとする動きが一方で見られる。また、企業社会においても、企業に社会的責任を求める動きが近年盛んになってきており、企業が社会との関わりを増加させている。

このような市場を利用した社会問題の解決の動きをどのように理解したらよいのか、また、このような動きをソーシャル・イノベーションと定義すれば、それはどのような構造を持っているのかなどを、どのように理解したらよいのかが、本研究の問題意識である。

2） 本稿の目的

ソーシャル・イノベーションという用語が、多様な論者によって使われるようになったが、ソーシャル・イノベーションはどのような主体が、どのような問題を解決しようとしているか、そしてソーシャル・イノベーションはどのようなプロセスで行われるかなどを詳細に議論されず、言葉だけが一人歩きしている。

そこで本稿は、ソーシャル・イノベーションが、社会的企業を主体として、どのような構造をもち、どのようなプロセスを辿るのかを明らかにする。

3） 用語定義

ソーシャル・イノベーションという用語は、古くは１９６０年代アメリカのインナーシティの問題を解決するために、企業、コミュニティ、市民のコラボレーションの仕組みを提供するときに、ソーシャル・イノベーションという用語が使われている(Rosenbloom and Ｍarries:1969)。最近では、欧米で問題となっている社会的排除の問題に対して、企業、コミュニティ、政府が市場のツールを使って問題を解決しようとするときに、その変革をソーシャル・イノベーションとい用語をつかっている。また、グローバリゼーションをマネジメントする動きとしてグローバル・パブリックグッズの供給を促すような動きにソーシャル・イノベーションという用語を使っている（Kaul et al :2003）。

このようにすでに利用されている用語の共通性は、市場を利用し、企業という組織を利用し社会問題をイノベーティブに解決することである。つまり、政府が、企業やＮＰＯをアウトソーシングという視点から利用するのではなく、何らかの新結合や創造的破壊といったイノベーションをそれらの組織に求めた動きとして理解できる。このような視点が、社会的なイノベーションという用語の利用に関わっていると思われる。

本稿では、ソーシャル・イノベーションを、市場を利用し社会問題を解決する事業体（社会的企業）のイノベーティブな動きの総称として定義する。そして、社会的企業は、事業を通して、社会的問題を解決する仕組みを提案、もしくは実行する主体と定義する。

４）　本稿の構成

本稿の構成は、①企業と社会をとらえる視点（第２節）、②市場機能を利用した社会問題の解決（第３節）、③社会的企業とは何か（第４節）、④ソーシャル・イノベーションの構造と機能（第５節）、⑤結語：ソーシャル・イノベーションとデモクラシーガバナンス（第６節）である。

2． 企業と社会をとらえる視点

本稿での次節以降の分析に先立ち、企業と社会の相互作用に基づくソーシャル・イノベーションの分析枠組みについて検討する。

1） 企業と社会の理論展開

企業と社会に関連する議論は、企業の経済活動がもたらすネガティブな影響に対する社会側の批判として登場してきた。その後、１９７０年代には「啓発された自己利益」説、段階的責任論などの議論が、１９８０年代にはステイクホルダー理論やビジネスエシックス理論などが展開されてきた。しかし、これらの議論は、組織内部から社会を一方通行で見ており、企業と社会が相互に影響し合うダイナミックな関係を説明できなかった。そのような企業と社会の両方が随時変化する相互関係を、企業の社会への領域化とマルチステイクホルダーからの企業への働きがけなどを、自己組織化する企業システムという視点から捉えたのが谷本(2002)の議論である。しかし、この議論も視点の相違から、本稿の社会的企業のミクロなプロセスを説明するには、道具立てが不十分である。そこで本稿では、谷本の議論をさらに掘り下げた分析枠組みを検討する必要がある。

2） 企業とイノベーション

ここでは、企業と社会の相互作用という視点から、企業のイノベーションにとって、マルチステイクホルダーが重要な役割を担っていることを明らかにする。それらは、第１に企業のイノベーション・マネジメントがどのようなメカニズムで行われているのか、知識とイノベーションの観点から概観したい。第２に、概観したイノベーション・マネジメント理論に、マルチステイクホルダーの知識という社会的側面を加え再検討し、イノベーションに対するマルチステイクホルダーの知識の有効性を明らかにする。第３に、それらの知識をテクニカル・イノベーションに学習という形で統合することについて検討する。

①　イノベーションマネジメント－価値分化と制約共存

現在のイノベーション研究は、社会経済システムに影響を与える「『新しいもの』が生み出されるプロセス」を研究する領域である。そして、従来の研究が様々な経営資源の配分・調整という視点で行われてきたが、現在の研究は創造・蓄積という視点で行われるようになった。その結果、技術体系が外生的なものから内生的なものに変化し、その中心が知識に変化している。ここでも、知識に着目し、企業内部からのイノベーション活動をどのように効果的にマネジメントするかという議論を概観する。

企業の組織レベルのイノベーション研究は、1980年代以降の日本企業の新製品開発能力を解明する視点から進展してきた。その中で、楠木（2001）は、製品コンセプトのイノベーションが競争優位の源泉として注目し、そのための組織の編成原理を価値分化と制約共存という視点から分析している。ここでは、知識をKnow-why、Know-how、know-whatで、従来の研究は前者の２つであったが、３つ目のknow-what（ユーザーにとっての価値やニーズの観点から、製品システムをどのような形態にすればよいかということについての理解）を導入し、それと製品コンセプトのイノベーションとの関係を分析している。このイノベーションにとって価値分化という概念が必要であり、従来の機能分化の組織体とは異なった組織の編成原理を提案している。

価値分化とは、ある製品（サービス）システムないしそれを実現するための活動を、その製品システムが潜在的に提供しうる顧客価値にもとづいて、いくつかの異なる部分へとより分類することである。しかし、これだけでは製品化しないので、制約共存を加える。制約共存は、価値分化したいくつかの異なる活動をある物理的な制約の中に同時に押し込め、最終目的の共通性を確保しながらも、活動部分を互恵的かつ競争的緊張関係におくことであると定義している。この２つの概念によって製品コンセプトのイノベーションの組織編成原理を説明する。この他にも多様な議論があるが、楠木の議論は相互作用という視点をもっているので、社会と企業の相互作用を見る上ではもっとも参考になる議論であるので、楠木の議論を拡張する形で、企業とマルチステイクホルダーの関係を議論したい。

2 イノベーションとマルチステイクホルダーの関係

今見たような価値分化と制約共存の視点は、組織間の相互作用を面と面との競争関係に還元している。そして、企業は、消費者の価値だけではなく、多くの多様なステイクホルダーの価値に対応することが求められている。つまり、この文脈では、組織間のコンセプトの面の競争に加え、マルチステイクホルダーの知識という面を加える必要がある。この結果、企業内部の知識よりも多くの知識が流れ込んでくることになり、イノベーションにとって優位な条件を提示することになる。このような視点は、Wenger et al(2002)が実践コミュニティ（共通の専門スキルやある事業へのコミットメントによって非公式に結びついた人々の集まりである）を提唱し、暗黙知の移転ルートとして定義されている。しかし、知識量の増大は、一方で統合のジレンマに遭遇することになり、新しいコンセプトを創造できないケースが考えられる。

ここで重要になるのが、どのような方向性でコンセプトを創造するかということになる。その役割を担うのが企業家の機能である。本稿で扱っているのは、社会的なミッションをもった企業家、つまり社会的企業家が、社会的ミッションを明確に定義し、マルチステイクホルダーに伝えることが重要となる。さらに、それらが、どのようなコンセプトに収斂したいかというビジョンを示すことによって方向性を共有する場が形成される。この概念は、伊丹（1999）が提唱する自立性を認めた上で、自立の中から統合が生まれるような状況を設定する「場のマネジメント」のリーダーの役割に類似しているが、その概念に社会との相互作用の上に進化的に場が変化していくプロセスを見ているので、多少異なった概念になってくる。

このように、マルチステイクホルダーの知識は、企業家機能を利用し統合のジレンマを回避できるのであれば、企業にとっても有効なものである。しかし、マルチステイクホルダーの知識が、どのように企業に繁栄されているかというプロセスを見る必要がある。

3） 限定合理性に基づくソーシャル・ラーニング(Social Learning)

ここでは、前項で示した価値分化と制約共存の考え方を所与として、マルチステイクホルダーとの相互作用に基づいた、相互学習をソーシャル・ラーニングとして定義し、ソーシャル・ラーニングのプロセスを企業家を中心に議論する。その内容は、第１に学習のプロセスを概観し、第２にそのプロセスにおける多様な価値観との衝突について検討し、価値の創造と個の成長というソーシャル・ラーニングを明らかにする。

1 ソーシャル・ラーニングのプロセス

企業とマルチステイクホルダーとの相互作用の過程では、マルチステイクホルダーの知識が製品コンセプトの形成過程に重要な役割を担うが、さらにその製品コンセプトの社会的へ影響という側面も見る必要がある。ここでは、その実際のプロセスを３つに区分し説明する。企業家が製品コンセプトを決める何らかの出来事が存在する。それは、老人の孤独死であったり、環境破壊であったり、ホームレスの悲惨な生活を目のあたりにするなどの企業家の動機付けが、社会との関係性から発生している。第2に、企業家のもつ製品コンセプトに対して、価値分化を起こすサポートする人々の存在である。それは、企業家が持たない知識をシェアーする形で、企業家と関わり、価値分化を起こす学習プロセスである。第3に、市場に出された製品コンセプトに対する、マルチステイクホルダーの反応である。それは、その製品の持つ社会的メッセージがどのように伝わったかという側面と、それに対するさらなる社会的価値の連鎖（ソーシャル・バリューチェーン
）が発生する。

2 多元的な価値の衝突と新たな価値の創造

人々は、これまで社会的・歴史的背景の下に経路依存的に価値の自己形成を繰り返してきている。そして、社会的企業の製品からの社会的メッセージは、それらの価値と正面から衝突することが多いので、簡単には受け入れられるものではない。そして、個人によってその受け取り方が異なっている。よって、社会的な問題に関心を持つ人、持たない人の間には、それらのメッセージに対して相違が生じる。その結果、初期の社会的活動に反応する人もいれば、後期にならないと反応しない人もいる。ここにも、ソーシャル・ラーニングプロセスが進化的に内在している。つまり、同じような社会問題に対しても多様なアプローチ（ホームレス問題に対しては、職業訓練をとおして就労先を獲得する方法や雑誌の販売をとおして自立させる方法など）が、そのアプローチに触れることで徐々に変化する人と、一挙に変化する人が共存し、個人の受け取り方が異なった進化的ソーシャル・ラーニングのプロセスが見て取れる。このようにイノベーションにとって、ソーシャル・ラーニングという機能に焦点を当てることによって、社会との相互作用のプロセスを明らかにできる。

このようなソーシャル・ラーニングという分析枠組みを利用し、次節からソーシャル・イノベーションを分析する。

３　市場機能を利用した社会問題の解決

ここでは、ソーシャル・イノベーションの特徴をこれまでの政治システムを中心とした非市場的な社会問題の解決手法の代わりに、「市場機能を利用した社会問題の解決」という機能にあると定義する。本節では、この機能を、１）市場的な社会問題解決手法の登場する社会的背景、２）マルチステイクホルダーを通した企業と社会の相互作用、３）社会問題解決に市場を利用する理由から分析する。

1） 市場的な社会問題解決手法の登場する社会的背景

ここでは、市場的な社会問題の解決の背景となる政府や非営利組織が行ってきた非市場的な社会問題解決の限界と社会運動の生活世界への浸透を概観する。

1 政府の失敗

政府の失敗は、政府の意思決定メカニズムが中位投票者を満足させる供給であり、それ以外の人々には不満足な決定メカニズムにある。つまり、政府は最大公約数のニーズのしか答えられず、個々のニーズには応えられないシステム的な問題がある。また、最近の少子高齢化やグローバリゼーションの元で、福祉国家の限界が叫ばれるようになり、財政的にも、増加するニーズにも対応できない政治システムとなってきている。

2 非営利組織（慈善型NPO：寄付や補助金、ボランティアを中心としたＮＰＯ）の失敗

　非営利組織の失敗は、活動資金の安定的供給、資源提供者への意思決定の依存、専門性の欠如、営利企業の隠れ蓑といった問題が指摘されている。そして、以上の失敗から非営利組織は社会問題を解決することを補完できても、その主体とはなり得ない。つまり、非営利組織による非市場的領域からの社会問題の解決には限界があるということである。

3 社会運動の生活世界への浸透

社会運動は、マルクス主義に基づく労働運動、労働組合運動を中核としたものから始まり、そして先進資本主義国に共通に起った1960年代後半の学生反乱によって象徴される「新しい社会運動」が登場し、大きな変化が見られた。これは、社会主義イコール社会運動といった世界観と全く異なり、生活世界の問題を問う社会運動の新たな局面で、規制や権力への対抗という図式から多面的で自由な運動へと展開した。そして、個人が様々なレベルで社会運動と関連するようになり、一段と社会運動が多様、市民化してきており、「新しい社会運動」の内的自己革新が起っている。

2) マルチステイクホルダーを通した企業と社会の相互作用

ここでは、非市場的な領域では解決できなかった問題を、多様な人々の知識の参加を可能にする市場を利用した社会問題の解決を、ソーシャル・ラーニングの概念を使って説明する。

市場システムへの参加は、基本的にオープンであり、近年の情報社会の到来は、それらを一層加速させ、市場システムにおける財・サービスの供給に、一層容易に参加できるようになっている。また、オンラインゲームの開発などのように、企業は消費者の知識や学習能力を利用し、消費者のニーズにあった商品の開発をおこなっており、非市場的領域にある人々の能力を利用する企業が増加している。

このような参加システムを構築し、ソーシャル・ラーニングを行う場合に、市場は多様な企業家に解放されているが、政治システムといえば、政治家にその機能を追わせることになるが、人数制限もあるし、人材的にも限りあるになってしまう。よって政治システムに比較し、市場システムは多様な価値と多様なマネジメント手法をもつ企業家が共存できるので、マルチステイクホルダーとって利用しやすい。そして、多様な企業家とマルチステイクホルダーの存在が、ソーシャル・ラーニングを効率的に、効果的に行わせる環境を作り出す可能性をもっている。しかし、市場の失敗が存在するためすべての社会問題に市場システムが効率的に、有効に機能するわけではないことを押さえておく必要がある。これが、社会的企業に政府の資金などの介入が必要になってくる理由となっている。

3) 社会問題解決に市場を利用する理由

ここでは、本節の議論を踏まえて、社会問題を解決に市場を利用する理由を整理する。

1 市場は、レスポンスの高いフィードバック機能をもち、そしてオープンであること。

2 市場は、他の政治や非営利組織のシステムに比較し、独立性が高いこと。

3 市場は、多様な問題認識、解決手法および参加形態が偏在することができること。

4 市場は、それらを利用できる多様な事業体（企業、ＮＰＯなど）が存在していること。

5 市場は、知識を統合できる多様なタイプの企業家が存在できること。

6 市場は、財・サービスを通した社会的な学習機能を内在していること。
4． 社会的企業とは何か

前節では、市場で社会問題を解決する理由について説明した。本節では、ソーシャル・イノベーションの主体となる社会的企業について概観する。

1） 組織の概要

概念を説明するに当って、これまでさまざまな概念定義がされてきたが
、最も広い概念を定義している谷本(2002)に従ってその要件と組織形態について説明する。

3 組織の要件

1） 社会性

社会的ミッションの達成を目的としていること

2） 事業性

市場を利用し、何らかの財・サービス供給していること

3） 革新性

技術の革新性ではなく、これまでにない財・サービスの仕組みの提案や実行していること

②　組織形態

ア）　事業型ＮＰＯ-主な資金が、市場活動を通した事業収入であるＮＰＯ。

　例）ＮＰＯ法人北海道グリーンファンド
、ＮＰＯ法人エーエルダー
、ＮＰＯ法人中部リサイクル市民の会

イ）　ソーシャル・ベンチャー（株式会社・有限会社）-社会的目的をもった営利形態の事業体。

　例）安全センター(株)
、(株)アットマークラーニング
、(有)ビッグイシュー

3） 営利企業の社会的活動（株式会社）-社会貢献のために設立された一般事業会社の子会社

　例）(株)スワン
、(株)オムロン太陽

２）　社会的企業の目的

社会的企業は、何らかの社会問題を解決する多様な社会的ミッションをもっている。そして、それらは、その社会的ミッションを達成するために、市場システムを利用した何らかの新しい仕組みの提案や実行を行っている。つまり、それらの行為は、ソーシャル・イノベーションを起こすことであり、社会の何らかの仕組みを変化させることである。

３）　活動領域とソーシャル・イノベーションの手法

　まず、社会的企業の実際の活動領域を概観し、その活動領域でどのようなソーシャル・イノベーションの手法が行われているが概観する。

①　活動領域

ア）　これまで政府・行政が、独占もしくは、対応できなかった領域

大きな政府の行き詰まりや価値の多様化などによって従来のやり方では対応できない状況が発生した。

イ）　これまで市場が、対応できなかった領域

これまで政府が独占的に供給してきた領域で、何らかの規制等で制約されていた領域や事実上政府が供給するものと認識されている領域、そして、市場が小さくビジネスが扱うには利潤機会が少ない領域である。

②　ソーシャル・イノベーションの手法

ア）　非市場的領域にあり、市場にこれまで活用できなかった資源を市場領域で活用すること。

これまでは政府が十分に対応できなかった領域で、ホームレス、障害者、高齢者などの市場から排除されてきた人々を市場システムに戻すことためのさまざまな仕組みを提供し、実行する。

イ）　ニーズはあるが、これまで政府・行政および市場によって独占もしくは対応されてこなかった財・サービスを供給すること。

これまで政府が独占してきた領域や市場が小さく利潤が発生しない領域で、たとえば急速な高齢化に対応し、孤独死を解消する高齢者の緊急通報システムや不登校児の増加によって学校以外の新しい教育システムを提供することなどである。

ウ）　社会運動を展開するに当って、市場メカニズムを利用すること。

これまでは、社会運動や市民運動として活動してきた組織が、批判からオルタナティブなシステムを提案するために、市場メカニズムを利用した（株主行動、社会的責任投資、ボイコット・バイコット、市民の風力発電など）環境や人権に配慮した持続的な発展を行うことを目的としたアドボカシー活動やそれに付随した財・サービスの供給を行うことである。

4） 社会的企業の特徴

ここでは、社会的企業の特徴を概観する。具体的には、ソーシャル・ラーニングの中心的存在である社会的企業家とマルチステイクホルダーの関係から組織選択・組織ポートフォリオを説明する。

1 社会的企業家機能

　社会的企業家は、ソーシャル・ラーニングの３つの区分のゲイトキーパーの役割を果す存在である。それぞれのソーシャル・ラーニングの区分は、社会的企業家が、社会との相互作用によって、社会問題を認識し、サポートの知識を利用し、社会に何らかの社会的メッセージを発信するという一連の流れの結節点を担う。たとえば、安全センター(株)の創業者である大村氏は、母の孤独死をきっかけとし
、ヤマト福祉財団の小倉氏は、亡くなった妻が生前に、老後は福祉の仕事がしたいという思いを引き継いだ形になっている
。また、創業からプロセスにおいては、大村氏が政府や既存の企業の抵抗などのネガティブな反応と、利用者からのさまざまな反応による学習プロセスを経過し、小倉氏は、阪神大震災時の福祉作業所の人々の出会いから㈱スワンというモデル事業を展開しようとした。そして、最後の社会的メッセージへの反応は、前者が福祉の仕事が事業として成立することを証明し、同業他社が100以上、端末の開発企業が１２社に上る市場にさせ、後者も障害者も一般の人と同じように給与を取れることを証明し、今では福祉作業所にマネジメントを持ち込んで、障害者を自立させるという連鎖が各地で起っている。また、北海道グリーンファンドは、原発の反対運動から派生し、多様な協力者を得ながら、現在では秋田・青森で同じような市民風力発電を展開しているように、社会的な価値の連鎖が起っている。

ここで紹介した社会的企業家は、社会問題を認識し、多様なステイクホルダーとの相互作用を得て、理解者を増やし、社会にメッセージを送り、社会的な価値の連鎖をつくりだしている。このようなプロセスには、企業家の1）新結合の創造、2）経営資源のコーディネーション、3）社会変革という機能を導き出すことができる。

2 マルチステイクホルダーと組織選択・組織ポートフォリオ

社会的企業のもう一つの特徴は、一般の事業体よりも多様なステイクホルダーが関わっていることと、多様な組織形態を選択し、多様な組織形態のポートフォリオを構成していることである。ステイクホルダーは、株主、投資家、従業員、消費者、コミュニティ、政府・行政、未来の人々、NGOなど多様である。組織はすでに説明したように、営利企業の社会活動組織からNPOまで、ポートフォリオは、NPOと営利企業・協同組合という多様な関係が存在している。谷本(2004)によれば、この組織選択と組織ポートフォリオは、社会的ミッションを達成するためにもっとも効率的な組織やポートフォリオを組むことで、その基準は、①市場性、②資金調達、③税制、④信頼性の４つによって組織選択が起り、さらに、基本的に制度制約性を乗り越えるために①企業がNPOを設立する場合と②NPOが企業を設立する場合の組織ポートフォリオが発生していることを指摘している。しかし、ソーシャル・イノベーションを起こすことをその主たる機能とした場合には、社会価値の連鎖（ソーシャル・バリューチェーン）によって、社会的ミッションの社会的価値を高めるための手段となっているという視点も加える必要がある。
５．ソーシャル・イノベーションの構造と機能

ソーシャル・イノベーションは事業をとおして社会問題を解決する仕組みを実行提案することであるが、ここではそのプロセスを概観しながら機能と構造を説明する。

１）　ソーシャル・イノベーションの３つのパターン

社会的企業家およびステイクホルダーの機能と役割によって異なったパターンが存在しているので、それらを３つに区分して概観する。
①　社会変革を目的としたソーシャル・イノベーション

このタイプは、もともと社会運動の流れから派生した社会的企業が、社会変革を目的として、反対運動だけではなく、オルタナティブなシステムを、市場システムを利用して提供しようとするものである。

たとえば、NPO法人北海道グリーンファンド(以下「HGF」)は、生活協同組合としてエネルギー消費の抑制と自然エネルギーの利用の拡大を目的として動き始めたが、原子力発電の反対運動してばかりいても、原子力発電所が無くならないため、新たな展開の必要性に迫られ設立された。まず、HGFは、北海道電力の強力のもとグリーン電気料金制度をつくり、省エネと自然エネルギーのための基金を始めた。その後、HGFは、自然エネルギー発電を市民の手で作るために、株式会社北海道市民風力をつくり、その考え方に共鳴する他の団体にも広めるために(有)自然エネルギー市民ファンドを設立し、秋田と青森の市民風力発電を応援している。

このように、社会運動の手段として市場を利用し、価値を共有する人々に連鎖していく仕組みを提供するソーシャル・イノベーションである。このタイプの特徴は、何らかの社会的メッセージを含んだ財・サービスを提供することによって、マルチステイクホルダーのソーシャル・ラーニングを促進することである。つまり、企業がマルチステイクホルダーの知識や価値に影響されるという側面よりも、供給によるステイクホルダーの学習というサプライサイド側のソーシャル・ラーニングが特徴となる。

このような社会的企業には、環境問題に取り組むBody Shop、Ben & Jerry、Patagonia、バイコットやボイコットおよび企業評価通じて企業の社会的責任を求めるCo-op Americaなどがこのタイプに分類できる。
②　市場の外に置かれていた人的資源の活用

このタイプは、社会的に排除されてきた障害者、高齢者およびホームレスを市場に戻すために、既存の商業形態を利用し、そこに新たな仕組みを付けて、社会的排除されてきた人々を社会にとって有益な存在となるようにしようとするものである。

たとえば、(株)スワンは、福祉作業所などで月に1万円しか収入を得られない障害者に、自立を図ってもらうために、ヤマト福祉財団が(株)タカキベーカリーの協力をえて、パン屋とCAFÉを運営し、現在フランチャイズも含め11店舗展開している。このタイプは、既存の商業形態に、その働く人々が適用できるようなシステム（たとえば、障害者が働きやすいような3交代制や同じ品質を維持できるような製造過程）を組み込んだことが特徴である。また、社会への作用としても、購入者に社会的弱者が製造した製品であることを告知しなくても、消費者はそのような人々に援助するという側面を有し、ここでも学習のプロセスが見える。

このタイプは、ホームレスの自立のための仕事を提供する(有)ビッグイシュー日本、高齢者の知識の知識を社会に活用することを目的としたＮＰＯ法人イーエルダー、アメリカの犯罪者を社会復帰させるためのTwin Cities Rise
などがこのタイプに分類される。

3 政府・行政が独占もしくは規制してきた領域

このタイプは、政府もしくは規制することによって市民の細かなニーズに対応できなかった領域やこれまでニーズがあっても対応していなかった領域である。このタイプの特徴は、実際に財・サービスの供給に当って政府・行政との関係で、思うように進まなかったり、障害となったりすることで、規制との戦いでもある。

たとえば、(株)安全センターは、老人の孤独死の問題を解決するために、ＮＴＴの電話回線を利用した緊急通報システムを販売する。実際の販売のプロセスでは、警備業法に違反するということで警察によばれ、現場にいない第3者が救急の電話をすることは違反だといわれるなどの規制との相互作用があった。そうかと思えば、消防庁がこのシステムの販売に参入し、コスト的には高いが親方日の丸というブランドを利用し、民間の参入を阻止しようとするなどの抵抗にあった。このタイプは、供給時より導入時の方が社会的影響を強く受けるタイプである。

このタイプには、学校へ行かないでも教育を受けられるようなホームスクールというシステムを利用する(株)アットマークラーニングなどが分類される。

２）　ソーシャル・イノベーションのプロセス

ここでは、前項で分類したタイプをベースに、ソーシャル・ラーニングの概念を中心にそのプロセスを見ていくこととする。

①　社会問題の認識

ソーシャル・イノベーションの導入部分である社会問題の認識は、社会の何らかの影響や問題に直面している人の姿から発生する。それは、ソーシャル・ラーニングの社会からの働きがけの部分であり、社会から個人に対する作用で、いずれのタイプも共通する部分である。このステージは先に触れたような創業者の社会問題の認識である。

2 ステイクホルダーとの交流を通した経験や価値のシェアー

問題の認識し、問題解決の仕組みを考えるときに、多様なステイクホルダーとの交流を通した経験や社会的価値のシェアーをとおして、問題の真相を学んだり、理解したりするプロセスで、さらに新しい社会的価値を創造するプロセスでもある。ここでは２つのプロセスに分類して考える必要がある。

第１のプロセスは、北海道グリーンファンドの杉山氏は、生活協同組合の仲間、北海道電力の社員
など、ビッグイシューの場合は、ＮＰＯ法人釜が崎支援機構と協力によって社会問題をシェアーしたり、新しい価値を創造するプロセスが重要である。

第２のプロセスは、行政の独占もしくは規制された領域でのソーシャル・イノベーションで、行政の不理解、既得権産業からの圧力、大企業（消防庁やセコム）の参入などの既存の社会からの圧力とそれを跳ね返す仕組みが形成されるプロセスである。

3 場の形成

②でつられた新しい社会的価値が、ステイクホルダーに受け入れられて、さらなるソーシャル・ラーニングが発生する場の形成が行われる。これは、ソーシャル・ラーニングの社会との相互作用の結果何らかの同じ方向のベクトルが形成された結果であり、いずれのタイプも共通する。

たとえば、市民風力発電を建設するときに、投資家を募集しているが、当初考えていた以上の出資金が集まり、銀行から借入れが減少した例や、安全センターの商品が、行政に理解され導入されるような状態を意味する。

4 ソーシャル・イノベーションに対する社会の反応

ソーシャル・イノベーションの結果に対する社会は、それぞれのタイプことなった反応がある。第１の社会運動タイプは、社会的なメッセージを多く持ってステイクホルダーを学習させることも１つのねらいとしているので、ステイクホルダーが学習した結果その社会的なミッションに共鳴し、北海道グリーンファンドのようにさまざまな地域で市民風力発電が連鎖していくことになる。つまりこのタイプは、ステイクホルダーのソーシャル・バリューチェーンとソーシャル・ラーニングによって、社会側に学習を求めるタイプである。

第２の市場外の人的資源の活用は、このような問題を市場システムの利用によって解決できるという学習を経て、フランチャイズや同様のタイプが広がっていくことになる。

たとえば、ビッグイシューは、イギリスで発祥し、イギリス国内をはじめ、多くの国に広がり、スワンベーカリーは、直営店やフランチャイズとして広がり、太田市や長野県からも出店依頼があるなど多くの新しい価値の連鎖が起っている。学習という側面からは、社会運動タイプほどの相互作用はないが、価値の拡散という側面が強調されるタイプである。

第３の政府・行政の独占もしくは規制のタイプは、その規制や圧力を超えることによって、営利目的の同業他社が参入する。たとえば、安全センターの分野は、設立後１５年で１００社以上の参入があった。つまり、一般的な営利企業が参集し、ソーシャル・イノベーションが収束し、一般的な市場が形成された状態になっている。このタイプは、市場の形成によって、ソーシャル・イノベーションが収束するが、徘徊する地方老人向けの居場所を特定できる携帯電話など関連する市場が形成するなどのソーシャル・ラーニングが発生している。

３）　ソーシャル・イノベーションの機能

ここまで、ソーシャル・イノベーションの構造を明らかにするために、それを３つのタイプに区分し、そのプロセスをソーシャル・ラーニングから見てきた。本節の最後として、ソーシャル・イノベーションの機能を明らかにする。

①　市場システムの効率性と有効性を利用した問題解決手法

市場を利用したソーシャル・イノベーションという概念は、これまでの主要なシステムであった政治システムに比較し、ソーシャル・ラーニングをソーシャル・イノベーションの源泉とすれば、ステイクホルダーのもつ価値や知識を効率的に、効果的に反映できるシステムと理解できる。つまり、市場システムをもって解決できる社会問題は、政府・行政と一部の人々によって担われてきた社会問題の解決システムより、ソーシャル・イノベーションを発生しやすいシステムであり、逆に政治・行政システムはそれらを制約しているということが結論づけられる。

しかし、完全に市場の失敗（非対称情報や市場で供給できない財・サービスの存在）を解消することは不可能であるので、依然として政府・行政の存在は必要になってくる。

2 市場社会のつくりかえ

ソーシャル・イノベーションのもう一つの機能は、市場社会のつくりかえのツールである。これまでも市場社会は、社会運動や政府によってさまざまに変化してきたが、市場社会を直接的に変化させる方法がなかった。しかし、ソーシャル・イノベーションは、市場内部から市場のツールを使い、ソーシャル・ラーニングという企業と社会の相互作用を機能させるツール利用することによって、環境の重要性、人権などに配慮した市場社会に直接働きかけることができる。

この結果、ソーシャル・イノベーションを意図することによって、市場社会も変化させ、既存の一般事業体に影響を行使することで、持続的な発展を確立できると考えられる。そして、市場社会の進化的プロセスを描き出すことができる。
６．結語：ソーシャル・イノベーションとデモクラシーガバナンス

前節で、市場の失敗が存在し、あらゆる社会問題を解決することができないと述べたが、ソーシャル・イノベーションを機能させるためにはどのような点が重要になるかを考察し、まとめとする。

①　多重なガバナンス構造-情報の非対称性から

社会的企業も所詮民間組織で十分な利益を上げないと組織の存続が不可能となる。その結果、情報の非対称性も存在するので、従来の民間企業と同様の利己的個人の存在は否定できない。そこで、多重なガバナンスの存在が重要となる。ここで、多重といっているのは、個々の組織体の理事会や取締役会を機能させるのはもちろんのこと、コミュニティ、リージョナル、ナショナルレベルのガバナンス構造を必要とする。たとえば、グローバル・パブリックグッズといったグローバリゼーションをマネジメントするための機能の中で、それらのグローバルなガバナンス構造を模索する必要があるし、コミュニティに所有管理されたコミュニティビジネスなどがこのようなガバナンスの一翼を担うと考えられる。しかし、十分な議論がされているとはいいがたいので、それらのガバナンス構造を構築できるかが今後の課題となってくる。

②　他のセクターとのコラボレーション-マーケットが形成されない財・サービスの問題を解決するために

前節でも触れたように、市場システムを利用するために、市場が形成されない財・サービスの供給を伴う社会問題の解決は不可能である。たとえば、市場を利用し社会排除の問題に取り組むことは、普通の人々に対してハンデを持っているので、一般の人々より非効率になる。その結果利益を上げられず事業を行うことのみならず、組織を存続させることさえできなくなる。

そこで重要になるのが、企業や政府・行政とのコラボレーションである。特に財政的なコラボレーションが重要となる。たとえば、社会的排除に取り組む事業には、事実多くの政府資金が投入されている。このようなコラボレーションをどのように行うかが重要な視点であるが、一方それぞれの事業体の独立性が担保できなくなる可能性をもっている。このようにコラボレーションの必要性と依存のジレンマを解消することも、ソーシャル・イノベーションの機能を発揮するための重要な視点になる

本稿では、ソーシャル・イノベーションという概念をソーシャル・ラーニングという枠組みを利用し、社会的企業とマルチステイクホルダーの存在を主体として分析してきた。

しかし、ソーシャル・イノベーションを機能させる仕組みをどのように考えるかはほとんど議論できていない。ソーシャル・イノベーションがこれまでと違った社会問題の解決するために効率的で効果的な手法であるとすれば、ソーシャル・イノベーションをマネジメントする必要がある。また、社会的なイノベーションであっても、既存のイノベーションの理論は何らかの形で利用できると思われるが、本稿ではそれらの成果を十分に享受できているとはいえない。
今後これらの十分に議論できなかった部分を課題として、さらなるソーシャル・イノベーションの研究を行って行きたい。
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� ソーシャル・バリューチェーンとは、社会的価値のベクトルの集合体で、社会的ミッションのフランチャイズ化と、組織がミッション実現のための他の事業体とコラボレーションする場合のミッションの連鎖、そして社会的価値を増加させるための組織ポートフォリオという3つの機能をもつ。この概念のアイデアとなったミッションチェーンという概念を使ったのは小野(2000)であるが、株式会社のミッション経営のために使っている概念である。


� くわしくは大室(1998),pp31-33を参照されたい。


� たとえばDees(1998)は事業型ＮＰＯのみを、Borzaga et al(2001)は事業型ＮＰＯと社会的目的をもった協同組合を含め、営利形態は含めない。


� http://www.h-greenfund.jp/　原発反対運動から発生した組織で、原発に代わる自然エネルギーの普及・啓発を行い、市民風力発電を行う(株)北海道市民風力発電と、その普及を行う(有)自然エネルギー市民ファンドの２つの組織をもっている。


� http://www.e-elder.jp/public/index.html　これまで社会の重荷になってきた高齢者が、社会を支える側にたってこれまで蓄積してきた知識を社会に還元するために設立された。具体的な事業は、ＰＣのリサイクル事業、ＩＴ弱者の解消のための講座の運営などである。


� http://www.es-net.sf21npo.gr.jp/　


� http://www.anzen-1.co.jp/　老人の孤独死の問題を解消するために初めて緊急通報バッジを展開した企業である。


� http://www.at-learn.co.jp/　不登校児の問題を解消するために、E-learningを利用したホームスクールという学校へ行かないでも教育を受けられるシステムを展開し、ホームスクールを普及させるためのNPO法人日本ホームスクール協会も設立した。


� http://www.bigissuejapan.com/　ホームレスの自立のために街頭での雑誌販売というシステムを開発したイギリス・The Big Issueの日本版で、現在大阪と東京で販売している。


� http://www.yamatofukushizaidan.or.jp/swan.html　障害者の自立のためにヤマト福祉財団がつくった株式会社で、全国に11店舗展開している。


� http://www.omron-taiyo.com/　オムロンの創業者立石一真氏と社会福祉法人太陽の家の中村裕氏の出会いから、障害者の自立のための職場として、福祉向上を併設した企業である。


� ソーシャル・ビジネス研究会(2003/11/13)での前社長大村弘道氏の報告に基づいている。


� 牧野(2003)


�http://www.twincitiesrise.org/content/resources/2002ar.pdf





� 2004/1/8ソーシャルビジネス研究会報告より





